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2JCMの基本概念

●COP26においてパリ協定6条（市場メカニズム）のルールが合意されたことを踏まえ、JCMをより一層、積極的に活用していく。

●このため、2025年をめどとして、JCMのパートナー国を世界全体で30か国程度へ拡大することを目指し、関係国との協議を
加速する。（新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・フォローアップ（2022年6月閣議決定））

我が国のNDCの達成に活用するため、官民連携で2030年までの累積で１億ｔ-CO2程度の国際的な排出削減・吸収
量を目指す。(地球温暖化対策計画（2021年10月閣議決定）)

製塩工場の太陽光発電（ケニ
ア）/パシフィックコンサルタンツ

再エネ

高効率LED街路灯の無線制御
(カンボジア）/ミネベアミツミ

省エネ（インフラ）

メタンガス回収発電(メキシコ）
/NTTﾃﾞｰﾀ経営研究所

廃棄物

公共バスCNG混燃設備
(インドネシア）/北酸

交通

高効率エアコン（ベトナム）
/NTTデータ経営研究所

省エネ（民生）

石油精製プラントの運転制御最
適化（インドネシア）/横河電気

▼JCMプロジェクトの事例▼JCM・イメージ図

➢ 途上国等への優れた脱炭素技術、製品、システム、サービス、インフラ等の普及や対策実施を通じ、実現し
た温室効果ガス排出削減・吸収への我が国の貢献を定量的に評価するとともに、我が国のNDCの達成に
活用する。

➢ 2013年にモンゴルとの間で初めて署名したことを皮切りに、これまでに26か国※とJCMを構築し、240件以
上のプロジェクトを実施中。

※モンゴル、バングラデシュ、エチオピア、ケニア、モルディブ、ベトナム、ラオス、インドネシア、コスタリカ、パラオ、カンボジア、メキシコ、サウジアラビア、チリ、ミャンマー、タイ、フィリピン、
セネガル、チュニジア、アゼルバイジャン、モルドバ、ジョージア、スリランカ、ウズベキスタン、パプアニューギニア、アラブ首長国連邦（2022年8月以降、９か国追加）

１．概要

２．今後の目標



3JCMプロジェクトの事例

交通

公共バスCNG混燃設備
(インドネシア）/北酸

省エネ（民生）

コンビニ省エネ
(インドネシア）/ローソン

高効率冷凍機(インドネシ
ア）/前川製作所

高効率エアコン（ベトナム）
/NTTデータ経営研究所

再エネ

水上太陽光発電(タイ)
/ティーエスビー

小水力発電(インドネシア)
/トーヨーエネルギーファーム

太陽光発電（モンゴル）
/ファームドゥ

バイオマスボイラー(タイ)
/富士食品工業

バイナリー方式地熱発電
(フィリピン）/三菱重工業

省エネ（産業）

携帯電話基地局へのトライブリッド
技術導入(インドネシア）/KDDI

石油精製プラントの運転制御最
適化（インドネシア）/横河電機

高効率LED街路灯の無線制
御 (カンボジア）/ミネベアミツミ

省エネ（インフラ）

高効率ｱﾓﾙﾌｧｽ変圧器
(ベトナム）/裕幸計装

メタンガス回収発電(メキシコ）
/NTTﾃﾞｰﾀ経営研究所

廃棄物発電(ミャンマー）/
 JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

廃棄物



4JCMのメリット例
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5JCM設備補助事業

令和５年度予算：
令和５年度から開始する事業に対して、
3か年で150億円を想定

JICAや政府系金融機関が支援する
プロジェクトと連携した事業を含む

最大3年間（補助交付決定を受けた後に設備の設置工
事に着手し、3年以内に完工すること。 ）

事業実施期間

補助対象要件、審査項目、責務等

• 費用対効果及び投資回収年数を審査項目として確認。

• 一部の技術・国を除き原則として費用対効果4千円/tCO2

• 投資回収年数については、3年以上を目安。

• 代表事業者は、導入する設備の購入・設置・試運転までを行い、温
室効果ガス排出削減量のMRV（Measurement：測定、
Reporting：報告、Verification：検証）を実施。

補助対象

エネルギー起源CO2排出削減のための設備・機器を導入
する事業（工事費、設備費、事務費等含む）

※ この組織の代表者となる日本法人を補助金の交
付対象者とし、代表事業者と呼ぶ。これ以外の
事業者を共同事業者と呼び、共同事業者には、
民間事業者、国営会社、地方自治体および特
別目的会社（SPC）等が該当。

環境省

国際コンソーシアム※

（日本の民間企業等と現地企業等から構成）

初期投資費用1/2以下を補助
※事業実施国の類似技術の導入実績により50～30%を上限

クレジットの発行後、日本政府に納入



6環境省JCM資金支援事業 案件一覧（2013～2022年度）2023年4月時点



7JCMのプロジェクトサイクル

プロジェクト参加者／各国政府
又は合同委員会により開発可能 

提案方法論の提出

提案された方法論の承認合同委員会

PDDの作成プロジェクト参加者

妥当性確認第三者機関（TPEs）

登録合同委員会

モニタリングプロジェクト参加者

検証第三者機関（TPEs）

クレジット発行合同委員会が発行量を決定
各国政府がクレジットを発行

同
じ
Ｔ
Ｐ
Ｅ
に
よ
り
実
施
可
能

同
時
実
施
可
能

異議の有無の確認

PIN＊の提出プロジェクト参加者

合同委員会

＜用語解説＞

• PIN(Project Idea Note):
プロジェクトの概要を相手国側へ
説明し、異議の有無を確認する
ための資料。

• PDD（Project Design 
Document）:排出削減量の
モニタリング方法・推定排出削減
量等を含めたプロジェクト設計書。
プロジェクト登録に必要となる。

注：最初の２つの手順「PINの提出」・「異議の有無の決定」については各パートナー国と調整中のものであり、これらを含む各パートナー国政府と採択したJCM
規則・ガイドライン類の最新情報については、JCMホームページの各パートナー国のページにてご確認ください。



8デジタルタコグラフを用いたエコドライブ
プロジェクト実施者：（日本側）日本通運、（ベトナム側）Nippon Express (Viet Nam)

324 tCO2/年

＝ リファレンス CO2 排出量[tCO2/年]

－プロジェクトCO2 排出量[tCO2/年]

リファレンス CO2 排出量： 4,662 [tCO2/年] 

プロジェクトCO2 排出量：4,338 [tCO2/年]

・ベトナムBinh Duong省（ホーチミン市近郊）及びハノイ市におい
て、トラック130台にデジタルタコグラフを活用したエコドライブ啓発シ
ステムを装着し、燃料給油量、走行距離、その他の運転行動等の
データをクラウドネットワークを介して収集・分析する。
・各ドライバーに対して収集・分析したデータに基づいて運転行動の
改善を指導し、成果に応じた評価を与えることで運転行動の改善
を促す。
・本システムの導入により、トラックの実走行燃費を向上させることで
CO2削減を実現することに加え、交通事故の減少や輸送品質の向
上にも結び付くものである。

GHG排出削減プロジェクトの概要

想定GHG削減量

1）Binh Duong省（70台） 2）ハノイ市（54台）

事業実施サイト

Song Than Logistics Center Quang Minh Warehouse

ホーチミン市内まで21km ノイバイ国際空港

方法論の詳細はこちら⇒https://www.jcm.go.jp/vn-jp/methodologies/38

https://www.jcm.go.jp/vn-jp/methodologies/38


9お問い合わせ先等

➢ JCM公式ウェブサイト
https://www.jcm.go.jp/

➢ JCM設備補助事業（GECホームページ）
https://gec.jp/jcm/jp/about/

➢R5年度JCM設備補助事業・公募要領

https://gec.jp/jcm/jp/kobo/r05/
mp/jcmsbsdR5_koboyoryo.pdf

https://www.jcm.go.jp/
https://gec.jp/jcm/jp/about/
https://gec.jp/jcm/jp/kobo/r05/mp/jcmsbsdR5_koboyoryo.pdf
https://gec.jp/jcm/jp/kobo/r05/mp/jcmsbsdR5_koboyoryo.pdf
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